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本日の内容

日本小児科学会の会員数と女性割合

日本小児科学会の男女共同参画の取り組み

男女共同参画推進委員会の今後の課題



日本小児科学会会員数と
女性割合



男女別会員数の推移
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日本小児科学会男女別会員数

男 女

2022年9月1日
男性14,297人
女性 8,632人
女性比率 37.5%



年齢階級別構成

年齢 会員数 男性 女性 女性比率
２４～２９ 1286 651 635 49.4%
３０～３９ 4952 2820 2132 43.1%
４０～４９ 5469 3092 2377 43.5%
５０～５９ 4137 2504 1633 39.5%
６０～６９ 4227 3087 1140 27.0%
７０～ 2881 2153 728 25.3%

22,952 14,307 8,645 37.7%

50歳未満では
女性が40%以上
24-29歳では半数



日本小児科学会の
男女共同参画の取り組み



男女共同参画社会にむけた
日本小児科学会の取り組み

2002年 小児科女性医師の働く環境改善委員会

2003年 女性医師の領域での環境改善プロジェクト委員会

2006年 小児科医のQOLを改善するためのプロジェクトチーム

2006年 女性医師の職域での環境改善委員会

2012年 小児医療委員会内小児科医ワークライフバランス

  改善ワーキンググループ

2014年 男女共同参画推進委員会

現在に至る。



日本小児科学会における
男女共同参画推進の基本理念と基本方針

基本理念

 男女共同参画社会とは、「男女が、社会の対等な構成員として、自らの意志によって社会のあら
ゆる分野における活動に参画する機会が確保され、もって男女が均等に政治的、経済的、社会
的及び文化的利益を享受することができ、かつ、ともに責任を担うべき社会」です。（男女共同参
画社会基本法第2条）

 さらに日本小児科学会は会員の小児科診療、研究、教育を通じて男女
共同参画社会の推進に貢献します。

基本方針
１．男女共同参画の視点にたった学会活動
２．意識啓発
３．環境整備
４．教育



日本小児科学会の基本方針

１．男女共同参画の視点にたった学会活動

1)女性代議員の選出

2)クオータ制による女性理事の選出

3)各種委員会における女性委員の積極的登用



１．男女共同参画の視点にたった学会活動
1)女性代議員の選出

年度 2006 2008 2010 2012 2014 2016 2018 2020 2022
女性代議員数 56 52 49 49 50 45 63 84 88
女性代議員比率 9.4 8.7 8.2 8.2 8.6 7.8 10.8 14.4 15.1
女性代議員不在
都道府県数

24 23 23 23 25 26 23 16 13

クオータ制による女性理事

2013年の代議員選挙の際に、五十嵐会長から会員に向けて
「女性代議員および40台若手代議員の立候補をうながすメッセージ」が出された。
2015年以降の選挙にあたっても歴代会長より同様のメッセージが発信されている。

女性不在県は1/2に

女性代議員数は2倍に



1．男女共同参画の視点にたった学会活動
2)クオータ制による女性理事の選出

年度 2006 2008 2010 2012 2014 2016 2018 2020 2022
男 19 19 20 20 20 20 22 23 23
女 1 1 0 0 1 2 3 2 2

クオータ制による女性理事
理事選挙：各ブロックに追加して女性全国区1名(2015年総会承認)

2018年から副会長2名のうち1名が女性



日本小児科学会各種委員会の女性比率（ワーキンググループも含む）

年度 2006 2008 2010 2012 2014 2016 2018 2020 2022

委員会数 25 33 37 46 33 31 37 39 38
男性 235 345 440 552 445 436 437 383 457
女性 31 46 48 59 56 79 104 137 168
合計 266 391 488 611 501 515 541 520 625

女性比率 11.7% 11.8% 9.8% 9.7% 11.2% 15.3% 19.2% 26.3% 26.9%

10年で2.5倍に

１．男女共同参画の視点にたった学会活動
3)各種委員会における女性委員の積極的登用



日本小児科学会の基本方針

２．意識啓発

 1)学術集会の女性座長の登用

 2)学術集会、講演会での男女共同参画に関する啓発

シンポジウム、特別企画、カフェ企画

 3)若手・女性医師支援の講演会などの企画

 4)HPで男女共同参画活動情報発信



２．意識啓発
 1)学術集会の女性座長の登用

一般演題 各種シンポジウム
2010（岩手） 5.7% 2.8%
2011（東邦） 8.1% 9.1%
2012（久留米） 8.6% 2.2%
2013（広島） 9.3% 3.4%
2014（三重） 7.3% 2.3%
2015（大阪） 20.4% 20.4%
2016（札幌） 12.5% 12.5%
2017（東京） 33.0% 11.2%
2018（福岡） 50.0% 14.6%
2019（金沢） 43.3% 9.2%
2020（神戸） 47.8% 12.0%

一般演題は約半数、
各種シンポジウム
は10%に増加



２．意識啓発
2)学術集会における男女共同参画に関する啓発活動

シンポジウム
 2015年 先輩に学ぶキャリアの積み方・活かし方
 2016年 同 Part２
 2017年 同 Part３
 2018年 小児科医に明日はあるのか
 2019年 小児科医の働き方ー今までとこれから
 2020年 海外における男女共同参画-日本と比較した利点と問題点
 2022年 雇用機会均等法、男女共同参画そして働き方改革

教育講演
 2021年 医学部におけるキャリア教育の実践

(広島大学医学教育センター 蓮沼直子)



第126回日本小児科学会学術集会
2023年4月14-16日 東京

特別企画

『これからの小児医療に求められる

ダイバーシティの推進ーエビデンスに

基づき土壌作りは学生時代』

 カフェ企画
 現地とオンラインによる。



２．意識啓発

4)HPで男女共同参画活動情報発信
赤坂真奈美委員長



地区小児科学会（ブロック別学会）での企画（2017～18年度）

２．意識啓発



日本小児科学会の基本方針

３．環境整備

1)復職支援

2)子育て支援

3)勤務時間への配慮

4)勤務形態の多様性



３．環境整備
1)復職支援

離職した医師の復職支援のための
再研修プログラム

小児科医バンクの運用（2007年7月
～2019年12月）
 2006年にパイロットプロジェクトとして
大阪地区に限定して運用開始

 2007年7月から日本全国を対象に運用。

 期間中のアクセス数 1日平均2、30件。



３．環境整備
子育てのための勤務配慮に関するアンケート調査

目的：子育てのために勤務配慮を受けた医師が、その後どのような
経過をたどっているのかを調べ、課題を抽出する。

対象：日本小児科学会研修施設のうち、大学附属病院111施設。

方法：各医局人事担当者宛てに無記名アンケートを郵送し、2015年
12月に回収した 2015年4月時点での人事の現況および2005年4月
〜2015年3月の 10年間における勤務時間や働き方の配慮を受けた
状況と問題点について質問した。

結果：66施設（59.5％）から回答を得た。医局の所属医師数として記
入されたものは3,572人で、女性医師の比率は35.5％であった。

大学病院及び関連病院における出産・育児中の勤務配慮の実態から見えるもの (日児誌. 2018; 122(4):844-848)



大学病院及び関連病院における出産・育児中の勤務配慮の実態から見えるもの (日児誌. 2018; 122(4):844-848)

 女性医師では、大学病院で関連病院より勤務配
慮を受けて働いている医師の比率が高かった。

 勤務配慮の内容は短時間正規雇用及び有給休
業は女性医師に有意に多かった。

勤務配慮について困った点（平均より割合が多かった項目）
 体制の調整（本人の要望と実際の勤務との調整）
 周囲の不満



大学病院及び関連病院における出産・育児中の勤務配慮の実態から見えるもの (日児誌. 2018; 122(4):844-848)

2022年学術集会

シンポジウムの
テーマ



日本小児科学会の基本方針

４．教育

1)学生へ 2)管理職へ

3)関係者へ 4)小児科受診者へ

医学教育の講義に取り入れる
（平成22年から文科省通達）
学生を含めてのシンポジウムの開催など



４．教育
大学医学部におけるワークライフバランスの取り組みについての調査

目的と方法：大学医学部におけるワークライフバランスに関する講
義とホームページ上の記載の有無の実態を明らかにするために，
全国の大学医学部80校に，郵送にてアンケートを行った。

調査期間： 2013 年 12 月～2014 年 1 月。

 結果：

回答率 58％(47/80大学)。
ワークライフバランスをテーマに取り上げた学生講義が有る大学
は24校，回答した大学の51％(24/47大学) 。
 ホームページでワークライフバランスの内容の記載がある大学は

25校，回答した大学の53％(25/47大学)。

ワークライフバランスの取り組みに関する全国大学医学部における調査報告書 (日児誌. 2016; 124(4):818-821)



男女共同参画推進委員会の
今後の課題



今期の男女共同参画推進委員会の課題

１．学術集会、地区小児科学会でのシンポジウム、カフェ企画

２．リレーコラム

３．理事、代議員などの女性比率を増やす活動

４．エビデンスに基づくリーダーシップ調査

５．多様な働き方の実態調査と提言



働き方モチベーションアップ タスク表



共に歩むダイバーシティ推進に向けて

 2002年の「小児科女性医師の働く環境改善委員会」設立から20年、
男女共同参画社会に向けて、一定の成果を得た。

 COVID19後の「医師の働き方改革」は、男性、女性のさまざまな働き
方を選ぶ医師の協働なしには実現しえない。

日本小児科学会男女共同参画推進委員会は、小児科学会内外の
各種団体・委員会と連携し、ダイバーシティの推進に寄与したい。
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